
会 　 計 　 名

一 般 会 計

国民健康保険

特
別
会
計

企
業
会
計

後期高齢者医療

介護保険

交通災害共済事業

下水道事業

温泉供給

水道事業（収益的部分）

工業水道事業（収益的部分）

病院事業（収益的部分）

合 　 　 計

歳 　 入

615億1,465万円

175億4,670万円

13億1,718万円

104億8,205万円

2,369万円

15億1,563万円

8,150万円

23億9,277万円

2,138万円

47億5,711万円

996億5,266万円

歳 　 出

589億5,033万円

180億1,927万円

13億　752万円

102億4,818万円

1,365万円

14億7,063万円

7,198万円

18億3,841万円

2,027万円

46億7,539万円

966億1,563万円

差 引 額

25億6,432万円

△4億7,256万円

965万円

2億3,386万円

1,003万円

4,499万円

951万円

5億5,435万円

111万円

8,171万円

30億3,697万円

り
、
決
算
の
実
績
が
１
２
９

名
で
あ
る
。
今
後
大
い
に
活

用
し
て
も
ら
う
施
策
の
議
論

は
ど
う
か
。

答
　
こ
れ
ま
で
の
学
業
が
優

秀
な
も
の
と
の
表
現
を
、
学

習
意
欲
が
あ
る
も
の
と
改
め

た
。
平
成
28
年
度
の
新
規
申

込
者
が
43
名
あ
り
、
そ
の
う

ち
41
名
を
認
定
し
た
。

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　
65
歳
以
上
の
方
の
占
め
る

構
成
割
合
は
増
加
し
つ
つ
あ

り
、
加
入
世
帯
は
年
々
減
少

傾
向
に
あ
る
。
平
成
28
年
度

の
加
入
状
況
は
前
年
度
と
比

較
し
て
、
３
５
３
世
帯
減
の

１
万
７
８
６
１
世
帯
、
被
保

険
者
数
は
、
９
９
８
人
減
の

２
万
８
５
１
７
人
と
な
っ
て

い
る
と
の
説
明
を
受
け
た
。

問
　
平
成
28
年
度
で
歳
入
は

４
億
７
２
５
６
万
円
不
足
し

て
い
る
。
来
年
４
月
以
降
県

に
移
管
す
る
こ
と
に
な
る

が
、
こ
の
対
応
は
ど
う
な
る

の
か
。

答
　
不
足
分
に
つ
い
て
県
は

財
政
安
定
化
基
金
で
の
貸
し

付
け
は
考
え
て
い
な
い
と
の

こ
と
な
の
で
、
市
で
負
担
し

な
け
れ
ば
い
け
な
い
。

介
護
保
険
特
別
会
計

　
第
１
号
被
保
険
者
の
保
険

料
に
つ
い
て
は
、
市
の
介
護

給
付
費
準
備
基
金
を
活
用

し
、
保
険
料
の
上
昇
を
抑
制

す
る
と
と
も
に
、
平
成
27
年

度
か
ら
保
険
料
区
分
を
９
段

階
に
す
る
こ
と
に
よ
り
、
低

所
得
者
の
保
険
料
負
担
を
引

き
続
き
軽
減
し
て
い
る
と
説

明
を
受
け
た
。

問
　
平
成
28
年
度
に
、
介
護

給
付
準
備
基
金
を
３
８
１
６

万
円
取
り
崩
し
て
保
険
料
の

軽
減
を
し
て
い
る
が
、
１
号

被
保
険
者
一
人
当
た
り
の
減

額
は
い
く
ら
か
。

答
　
１
号
被
保
険
者
が
３
万

２
０
０
０
人
な
の
で
、
年
額

１
０
０
０
円
程
度
の
減
額
に

な
る
。

各
種
施
策
に
積
極
的
に
取
り

組
む
と
と
も
に
、
既
存
事
務

事
業
の
見
直
し
や
徹
底
し
た

経
費
節
減
を
強
力
に
進
め
て

き
た
と
の
総
括
説
明
を
受
け

た
。

問
　
市
税
の
滞
納
の
主
な
原

因
・
理
由
、
ま
た
、
差
し
押

さ
え
等
の
状
況
は
ど
う
か
。

答
　
収
入
よ
り
資
産
を
多
く

持
ち
す
ぎ
て
い
る
方
の
固
定

資
産
税
の
滞
納
が
主
で
あ

る
。
平
成
28
年
度
の
差
し
押

さ
え
件
数
は
１
４
７
１
件

で
、
大
き
な
も
の
は
不
動
産

で
約
２
０
０
０
万
円
で
あ

る
。

問
　
国
有
資

産
等
所
在
市

町
村
交
付
金

は
ど
う
い
う

も
の
が
該
当

す
る
の
か
。

答
　
鹿
児
島

県
、
大
阪
航

空
局
、
九
州

財
務
局
、
熊

本
防
衛
支
局
、

鹿
児
島
森
林

管
理
局
、
環

境
省
森
林
管

理
局
か
ら
の

交
付
金
で
あ
る
。

問
　
庁
舎
別
館
建
設
に
係
る

費
用
は
い
く
ら
か
。
そ
の
う

ち
合
併
特
例
債
の
活
用
額
は

い
く
ら
か
。

答
　
庁
舎
建
設
費
は
18
億
３

７
９
４
万
円
、
備
品
費
が
１

億
２
１
８
８
万
円
の
合
計
19

億
５
９
８
２
万
円
で
、
合
併

特
例
債
に
つ
い
て
は
12
億
３

５
１
０
万
円
で
あ
る
。

問
　
奨
学
資
金
貸
付
事
業

で
、
貸
付
金
の
月
額
は
、
高

校
が
１
万
８
０
０
０
円
、
大

学
が
４
万
４
０
０
０
円
、
大

学
院
が
８
万
７
０
０
０
円
で

無
利
子
で
貸
与
さ
れ
て
お

　
平
成
29
年
９
月
19
日
の
現

地
調
査
か
ら
６
日
間
の
日
程

で
決
算
議
案
13
件
の
審
査
を

行
い
、
す
べ
て
を
認
定
・
可

決
す
べ
き
も
の
と
し
ま
し

た
。

一
般
会
計

　
平
成
28
年
度
一
般
会
計
決

算
は
、
霧
島
市
経
営
健
全
化

計
画
（
第
２
次
）
に
基
づ
き

財
政
の
健
全
性
の
確
保
に
努

め
た
。
歳
入
で
は
、
市
税
等

の
徴
収
率
向
上
や
使
用
料
等

の
見
直
し
に
よ
る
受
益
者
負

担
の
適
正
化
な
ど
に
取
り
組

む
一
方
、
ふ
る
さ
と
納
税
な

ど
自
主
財
源
の
確
保
に
積
極

的
に
取
り
組
ん
だ
。
歳
出
で

は
、
主
な
建
設
事
業
と
し

て
、
国
分
庁
舎
別
館
、
し
ら

さ
ぎ
橋
、
関
平
鉱
泉
所
が
開

設
さ
れ
た
。
ま
た
、
第
一
次

霧
島
市
総
合
計
画
で
掲
げ
た

霧島市議会だより第48号 0405 霧島市議会だより第48号

関平鉱泉所

しらさぎ橋

国分庁舎別館

歳出総額 589億5,033万円
歳入総額 615億1,465万円一般会計

平成28年度決算 全10会計を認定
決 算 特 別 委 員 会

◎常盤　信一　○木野田　誠　　平原　志保　　中村　満雄　　前島　広紀
　厚地　覺　　　新橋　実　　　塩井川幸生　　前川原正人

◎委員長　○副委員長

類似団体・・・人口と産業構造の２要素の組合せにより都市を16の類型に
分類し、特殊事情等がなく標準的な財政運営を行っている
団体で、同じ区分に属する都市の平均値

地方公共団体の財政力を判断する指数で、一般的に １ に近いほ
ど、さらに １ を超えるほど財政力が強いとされています。

３基金とは、財政調整基金、特定建設事業基金、減債基金です。

※国民健康保険特別会計の歳入が歳出に対して不足する額は、繰上充用（翌年度の歳入を繰り上げること）により措置しています。
※１万円未満を切り捨てているため差引額が合わない場合があります。

将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す比率です。350％を超え
ると健全化計画を策定し財政の健全化を図らなければなりません。

財政力指数

財政調整に活用可能な３基金残高の推移 市債残高の推移

各会計の決算額

将来負担比率
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